
療養病床入院患者（医療区分Ⅰ）に係る調査

１．ヒアリング調査（県地域医療構想検討会議第６回会議資料）

地域医療構想の策定にあたっては、療養病床に入院している患者のなかに、在宅医療等で対応することが可能
と考えられる患者数が一定数見込まれるという前提に立った上で、各医療圏において慢性期の医療需要を縮小さ
せる目標を設定することが求められている。さらに、慢性期の医療需要については、入院受療率の地域差が生じ
ていることから、この差を一定の幅の中で縮小させる目標も加味することとなっている。
ただし、こうした目標を実現するにあたっては、在宅医療等の整備を先行させることが不可欠である。
そこで、とくに医療の必要性が低いと考えられる医療区分１の患者について実態調査を行うことにより、療養
病床以外で対応するにあたって、どのような医療や介護の地域資源を整備することが求められるかについて検討
する。
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調査の目的

療養病床に入院する患者のうち医療区分１に該当する患者。
本県中部の医療機関１か所、南部の医療機関１か所にご協力いただいた。

調査の対象

調査の方法
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医療ソーシャルワーカーと看護師より、別添「療養病棟入院患者（医療区分Ⅰ）調査票」に沿って聞き取り
を行った。
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【参考】医療区分Ⅰについて（県地域医療構想検討会議第６回会議資料）
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療養病床入院患者（医療区分Ⅰ）に係る調査

l 調査対象となった２０名の患者のうち、引き続き入院による医療提供が必要な患
者は１名のみであった。

l 半数以上が自宅退院も可能な状態だったが、必要となる条件は多岐にわたり、細
やかなサービス調整が求められることが確認された。
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＜調整がつけば可能な退院先＞

0% 15% 30% 45% 60% 

自宅もしくは親族の家
有料老人ホーム、サ高住等
介護老人福祉施設（特養）
介護老人保健施設（老健）

その他
退院困難

＜退院を実現させるために必要となる条件（自宅もしくは親族の家）＞

0% 15% 30% 45% 60% 

通院支援者の確保
デイサービスの利用
居住環境の整備

同居者や親族の理解と協力
ショートステイ
頻繁な見守り体制

訪問介護ｻｰﾋﾞｽの利用
経済的問題の調整

訪問診療
訪問看護

n=20

n=11

※重複回答有り

※重複回答有り
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50代 
5% 60代 

10% 

80代 
55% 

90代 
30% 

男性 
45% 女性 

55% 
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n=20 n=20

認定なし
45%

要介護１
5%

要介護２
5%

要介護３
20%

要介護４
15%

要介護５
10%
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n=20

l ２つの医療機関において医療区分１に該当する患者は２０名であった。年齢は
８０代が最多で、次いで９０代と後期高齢者が中心であった。

l 男女比に偏りは認めなかった。
l 介護度の認定状況については、かなりのばらつきが見られた。調査時点では介護
保険の認定なしが最多であり、退院調整にあたって、こうした手続きから開始しな
ければならない状況が伺えた。
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療養病床入院患者（医療区分Ⅰ）に係る調査
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l 医療区分１に相当する患者の多くが、必ずしも入院継続を要しておらず
、医療面以外の条件について調整できれば退院可能である。

l 医療面において自宅退院が可能と考えられる患者であっても、家族の介
護力等によって、細やかなサービス調整が求められる。

l 療養病床からの退院先として高齢者施設は重要な選択肢だが、療養病床
と比して費用の自己負担が大きくなるため、何らかの経済的な調整（サ
ポート）が求められる。

l 療養病床に入院している患者であっても、必ずしも訪問診療を必要とし
てはおらず、送迎のサポートがあれば通院可能である。
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l 有料老人ホーム、サ高住、または特養への入所にあたり、調整を要する最大の条
件は「経済的問題の調整」であった。他の理由が挙げられることは少なく、経済的
なサポートが施設入所をめざした退院調整に求められることが確認された。

＜退院を実現させるために必要となる条件（有料老人ホーム、サ高住等）＞

＜退院を実現させるために必要となる条件（特養）＞
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

経済的問題の調整

調整を要しない

n=11

n=9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

経済的問題の調整

その他

訪問看護

本人の理解

調整を要しない
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※重複回答有り
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療養病床入院患者（医療区分Ⅰ）に係る調査

療養病床の内訳

9.8%

28.8%
61.5%

医療療養病床
医療療養病床（うち､回復期ﾘﾊ病棟）
介護療養病床

2,679床 

367床 

1,080床 

療養病床の患者調査

๏ 　地域医療構想では、療養病床に入院している患者のうち 
　　１）医療区分Ⅰの患者の７０％ 
　　２）入院受療率における地域差解消分 
　　を、地域移行として在宅医療等に推計されることとなる 
๏ 　そのため、実際に医療区分Ⅰの患者が何人程度入院して
いるのかを把握するため、県内医療機関に対しアンケート
調査を行った。 

๏ 　なお、今回の調査においては、療養病床であっても慢性
期機能に該当しない回復期リハビリテーション及び地域包
括ケアの施設基準を持つ病床は除外している。 

（※ただし、本県において療養病床で地域包括ケア病棟を持つ医療機関
はH28 年3月31日現在なし）

対象施設 ４９施設（2,906床）
回答数 ４７施設（2,802床）

回答率 95.9%(96.4%)

【調査内容】 
　　期　間：平成28年3月1日～31日（1ヶ月） 
　　内　容：①医療療養病床、②（①の内）医療区分1患者 
　　　　　　③介護療養病床の1ヶ月間の在院患者延数 

　　回収率：

２．　アンケート調査

療養病床の患者調査結果
1. 　療養病床における病床稼働率

２．医療区分Ⅰ入院患者数と、医療療養病床に占める割合

医療区分Ⅱ、Ⅲ 
85.4%

医療区分Ⅰ 
14.6%

๏ 　 療養病床全体の稼働率は 9 3 . 2 ％　　　　　　
地域医療構想において設定されている慢性期
の稼働率(92％)とほぼ一致　

๏ 医療療養病床に占める医療区分Ⅰ患者の割合は14.6％
となっており、１日あたりの平均入院患者は330.4人と
なっている。 

๏ 地域医療構想の目標値を当てはめると、現時点におい
て330.4名の患者のうち、231.3名は在宅医療等への地
域移行対象となる。

����

����		��� ����

�����	��� ����

��
������

�����	���
�

����� �����

������� ������

-資料21-


